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001

はじめに
サステナビリティに取り組む企業は引き続き増加しており、「重要な経営課題である」とか、「企業

経営の根幹につながる」といった情報開示もたびたび目にする。また、経営の目的である「経済成長」と、

「環境保護」や「社会への責任・貢献」を両立することを示した経営手法である「サステナビリティ経営」

を標榜する企業もみられる。企業が持続的に成長していくことを「企業価値の向上」と呼ぶことがあり、

この価値の中には、利益の最大化はもちろん、環境を含む社会への貢献度や社会からの信頼度など、

見えない価値が含まれている。企業を取り巻くステークホルダーは投資家や株主、顧客、エンドユー

ザー、従業員、地域社会等、さまざまであり、社会全体と言ってもよいが、彼らに信頼を得ない企業

はもはや存在できないと言ってもよい。そのため、企業は利益を上げるとともに、信頼を得るための

活動を実施することが必須となってきている。この活動が社会から認知されるためには、企業の開示

情報やあらゆるステークホルダーを含む第三者からの評価など、取り組みを伝える機会が必要となる。

真のサステナビリティ経営を目指すには、自社内のみならず、あらゆるステークホルダーとのコミュ

ニケーション、協働を充実させる必要がある。サステナビリティ経営をどのように考えていくかを企

業の開示情報なども参考として説明する。

1.　サステナビリティ経営とは
サステナビリティ経営という言葉には明確な定義はないものの、「環境・社会・経済」の3つの分野

について成果を上げる経営手法であると考えられている。企業を取り巻く多くのステークホルダーに

影響する「社会課題」へ対応し、解決のための貢献をしながら、成長を目指すことである。「環境」では、

「気候変動への対応」や資源循環（サーキュラーエコノミー）をはじめとする環境課題への対応・環境

の保護を行うことであり、身近な地域の環境から世界的な環境問題も含めて考える必要がある。「社会」

は、従業員をはじめ、関わる人とその人達の周囲にある社会課題への対応を行うことである。従業員

の労働環境の改善や労働安全、所在地域への社会貢献などが分かりやすいが、パンデミックや地政学

的な問題への対応なども社会課題である。また、自社の製品・サービスそのものの社会への貢献や付

加価値の提供と考えることもできる。「経済」は、経済成長をすることであり、長期的なビジネスモデ

ルの開発や生産性向上なども含まれる。この3つの分野はそれぞれを個別に考えるのではなく、それら

が企業活動の「リスク」にも「機会」にもなることを統合的に考え、何を優先的に実施していくこと

が自社にとってメリットがあるかを考えていくことが重要である。「環境・社会・経済」を考慮し事業

活動を行っていくことは、様々なリスクへ対応でき、ビジネス機会にチャレンジするタイミングを得

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社
島崎　奈穂子
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られる企業であるという考え方から、「企業の価値を最大化できる」という期待を抱かせる企業である。

1.1　サステナビリティとリスク・機会
企業が持続的に成長をしていくためには、リスクと機会の検討をバランスよく行い、適切に対応を

していくことが重要である。大きなリスクは事業や企業そのものの存続を脅かすものになりかねず、

逆に大きなチャレンジ・ビジネス機会をつかまなければ成長が難しくなる。サステナビリティが概念

として誕生してから2020年くらいまでの間は、サステナビリティを「リスク」としてとらえている企

業が多かったように感じる。この段階では「サステナビリティ経営」という考え方はあまり一般的で

はなく、コンプライアンスなどと同様に、義務的な取り組みであり、企業にとっては投資ではなくコス

トであった。昨今、サステナビリティが経営の重要な要素となっているのは、サステナビリティが企

業経営のリスクだけではなく、機会にも大きく関わってきているからであると言える。なぜ、過去に

はそれほど重視されていなかったサステナビリティが企業経営のリスクと機会になったかと言えば、

社会課題への認識が世界に広がり、それらと企業とのつながりが明確になってきたということであろ

う。サステナビリティは今や経営判断に欠かせない要素となっている。

1.1.1　環境
環境問題として一番に挙げられるのが「気候変動リスク」である。国内では2025年も猛暑となり、

気候変動リスクはリスクではなく顕在化し、社会全体がこの状況について早急な対応が必要であるこ

とを実感している。ここ数年間の気候の変化は、企業にとって従業員の労働環境が与える健康への影

響や原材料調達への影響をはじめ、規制の強化への準備など様々なリスクとなっている。一方で猛暑

に対応する製品・サービスを提供している企業にとってはビジネスチャンスにもつながっている。気

候変動以外にも、企業に影響を与える環境課題は水資源を含む資源の利用、生物多様性等に関連する

ものがある。企業はこれまで資源を無計画に利用し、水を乱用し、生物多様性を棄損する開発を行っ

てきたが、これらを継続することが将来の環境破壊につながり、それが企業運営に大きな障害となる

可能性を理解している。

1.1.2　社会
社会には様々な課題が存在する。グローバルでは地政学的な課題やコロナ禍のようなパンデミック

の発生、貧困地域の存在など枚挙にいとまがない。企業としては、事業と関連する社会課題に優先的

に取り組む必要があり、自社製品・サービスや事業活動と関わるステークホルダーを考慮したうえで、

それとつながる社会課題が大きなリスク・機会であると考えられる。社会テーマとしてよく取り上げ

られるのは人材関連の課題であり、最近は人的資本経営として人材の育成や能力開発、労働環境の向

上やダイバーシティなどが注目されている。日本国内では労働人口の減少が大きな社会課題となって

おり、人材を重視した労働環境を整備することが今後の良質な人材の確保やリテンションにも影響す

る。先述した環境課題である気候変動の影響は労働環境にも大きく影響することから、環境課題と社
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